情報システム運用管理委託仕様書

川口市
情報政策課
１　総則
本仕様書は、川口市（以下「発注者」という。）が委託する情報システム運用管理業務に適用する。以下、委託された者を「受注者」とする。
２　委託期間
令和８年１０月１日から令和９年９月３０日まで
３　運用計画
（１）業務実施日時
本業務の実施日時は、平日の午前８時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後１時までの間を除く）とする。

なお、本仕様書における平日とは「川口市の休日を定める条例」 第１条第１項の規定による休日（土日祝日及び年末年始）を除外した日とする。

ただし、業務繁忙期や障害発生時等、業務上必要がある場合は、発注者と受注者が協議して変更することができるものとする。
（２）技術員の配置とその基準
ア　受注者は、業務実施日時において業務に従事する者（以下「技術員」という。）を、本業務を実施するために必要な人数を発注者の指定する場所に配置し、業務を実施する体制を整備するものとする。なお、現状は３名で業務を実施している。
イ　受注者が配置する全ての技術員は、次の（ア）又は（イ）のいずれかの要件を有することを想定し、また、技術員のうち１名は、これに加えて（ウ）の要件を満たすことを想定している。更に、技術員はこれに加えて（エ）の要件を満たすことを想定している。

（ア）Ｗｉｎｄｏｗｓクライアント、サーバ及びプリンタの管理の実務を経験した期間（以下「実務経験期間」という。）が通算で１０年以上の者で、かつ、ＷｉｎｄｏｗｓＯＳ 及びＬｉｎｕｘＯＳに精通している者
（イ）独立行政法人情報処理推進機構のＩＴ人材育成センターが実施する「基本情報技術者試験」以上の試験に合格し、かつ、実務経験期間が通算で５年以上の者

（ウ）Ｗｉｎｄｏｗｓ系、Ｌｉｎｕｘ系等のサーバ機の管理の実務を経験した期間が通算で１０年以上の者
（エ）コミュニケーションスキルを有する者

ウ　受注者は、技術員に対しトレーニングを行い、業務に支障を来さないようにすること。
エ　受注者は、受注者側の事情により、技術員を変更する場合は、やむを得ない場合を除き、変更日の１月前までに発注者と協議すること。
オ　技術員の変更を行う場合、受注者は引継書を作成し、十分な引継ぎ、トレーニングを行い、業務に支障をきたさないようにすること。
（３）体制図の提出等
受注者は、業務の履行にあたり、技術員の中から１名の責任者（以下「作業責任者」という。）を選任し、作業責任者及びその他の技術員の氏名及び連絡先等を記した体制図（休日・夜間及び障害発生等の緊急時における体制図を含む）を作成し、発注者に対し書面により提出するものとする。
なお、提出した内容に変更があるときも同様とする。
（４）入退室管理等

技術員は、発注者の執務空間への入退室に際し、必ず身分証明書を携帯するものとする。また、技術員は、サーバ室への立ち入りに際し、発注者の管理する入退室管理システムに必要な申請、登録を行い、発注者の管理基準に則して入室するものとする。
（５）他業者等との連携
受注者は、業務の履行にあたり、他の業者等との連携が必要となった場合は、発注者に報告し、発注者は、相互の協調を保ち作業の便宜と進捗調整を図るよう努めるものとする。
４　業務内容

委託業務の内容は、以下のとおりとする。なお、各業務内容の詳細については、別途、発注者が示すものとする。

・端末故障等対応・保守管理業務
・端末計画入替業務

・ネットワーク保守・監視業務

・サーバ保守・監視業務
・ヘルプデスク業務
・ファシリティ保守・監視業務
・技術的支援
（１）端末故障等対応・保守管理業務

本業務の対象とする端末は、特に明示があるものを除き、情報政策課が管理するＰＣ端末（約４，２００台）及びプリンタ（約７００台）、並びに住民公開端末（配置数５２台）とする。

ア　端末故障等に伴う対応業務（日次の業務）

（ア）機器の動作異常等の連絡を受けて、故障原因の一次切り分けを行うこと。

（イ）導入年次その他の機器情報及び故障原因の内容に応じ、環境設定修正、ＯＳ・ソフトウェアの再インストール、機器部品の交換等により復旧作業を行うこと。

（ウ）上記において、復旧が困難な場合については、発注者の示す基準に基づき、代替機との交換作業を行うこと。

（エ）上記の対応により、端末の機器構成、接続構成の変更が生じた場合は、発注者に対し速やかに報告を行うこと。

（オ）端末故障等の対応履歴を作成すること。

イ　老朽化端末の計画交換業務（随時の業務）

発注者の提示する計画に基づき、端末の交換作業及びそれに伴う準備作業を行うこと。また、職員異動に伴う人員増減による端末の増設、撤去を行うこと。なお、準備作業に必要な端末の設定情報等については、事前に発注者が示すものとする。
　　　本業務でのパソコンの設置・交換は１，０００台、プリンタの設置・交換は５０台程度を想定している。
ウ　端末インストールイメージの管理業務（随時の業務）

上記イの準備作業に際しては、端末のインストールイメージを保存し、作成日・対象機種等を含めて管理すること。新規端末の調達等により過去に使用実績のない機種を取り扱う場合は、当該機種への導入および主要機能の動作確認を実施すること。また、新しいＯＳまたはＭｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｏｆｆｉｃｅのリリース時には、同様に導入および動作確認を実施すること。
エ　ウイルス対策ソフトの定義ファイル更新確認及びセキュリティリスク対応業務（日次の業務）

（ア）端末の定義ファイル更新状況を調査し、最新定義ファイルへの更新作業を行
うこと。

（イ）端末のマルウェア検知状況を調査し、また、検知した端末に対するリスクの除去処理を行うこと。

オ　Ｗｉｎｄｏｗｓセキュリティパッチの確認（随時の業務）

（ア）WSUSサーバから最新定義ファイルへの更新が行われているか確認すること。

（イ）更新が正しく行われていない場合は調査し、更新できるよう処理を行うこと。

カ　指定ソフトウェアの更新確認（随時の業務）

Adobe Reader等の発注者の指定するソフトウェアの更新状況を調査し、最新版の検証作業を行い、問題ないことを確認したうえで最新版への更新作業を行うこと。

キ　遠隔保守

必要に応じ、ＷｉｎｄｏｗｓＯＳの設定、ポリシー、レジストリ変更、ソフトウェアインストール等を当市保有の端末運用管理ツール（ＳＫＹＳＥＡ）を使用して行うこと。またそのためのバッチファイル等を作成すること。
（２）ネットワーク保守・監視業務

本業務の対象は、特に明示があるものを除き、個人番号利用事務系、ＬＧＷＡＮ接続系、市民開放情報系の３系統のネットワークとする。

ア　ネットワーク機器移設等業務（随時の業務）

ハブ・スイッチ・ルータ等の機器（以下「ネットワーク機器」という。）の移設・増設及びこれに伴う設定変更作業を行うこと。

イ　ネットワーク配線移設等業務（随時の業務）

ネットワーク屋内配線の新設・移設・撤去作業（簡易なものに限る）を行うこと。

ウ　障害対応業務（随時の業務）

（ア）運用監視等により、通信の異常や障害を検知、発見又は予見したときは、直ちに発注者に報告するとともに、速やかにその発生原因を調査し、回復のために必要な処理を行うこと。

（イ）上記において、速やかな原因の特定又は回復の処理が困難な場合には、その内容を発注者に報告するとともに、原因の解明及び回復処理のために必要な技術的支援等を行うこと。

（ウ）上記（ア）及び（イ）に係る発生原因の調査結果、原因解明の経過、回復対応の内容等について、逐次、発注者に報告すること。

（エ）障害の発生及び対応の履歴を作成するとともに、その再発防止策を講ずるた
めの分析を行うこと。
（３）サーバ保守・監視業務

本業務の対象とするサーバは、特に明示があるものを除き、第一本庁舎サーバ室、第二本庁舎サーバ室、水道庁舎サーバ室、鳩ヶ谷庁舎サーバ室の４拠点内に設置されている概ね１００台の機器とする。

サーバ構成に変更が発生した場合は、発注者と受注者が協議して業務内容を定めるものとする。
ア　運用監視業務

　サーバの目視等による点検（障害ランプの点灯有無等）を行うこと。
・第一本庁舎サーバ室については、毎日１回程度
・第二本庁舎サーバ室については、週１回程度
・水道庁舎サーバ室については、月１回程度

・鳩ヶ谷庁舎サーバ室については、週１回程度
イ　障害対応業務（随時の業務）

運用監視等により、通信の異常や障害を検知、発見又は予見したときは、直ちに発注者に報告すること。なお、作業に際しては、発注者と協議の上、適正な方法で行うこと。
（４）ヘルプデスク業務

本業務の対象範囲は、特に明示があるものを除き、本市情報政策課が関与する全ての情報通信関連機器（ソフトウェアを含む）とする。

ア　ヘルプデスク業務（日次の業務）

発注者の指定する場所において、パソコン及びプリンタ、ＯＳその他のソフトウェア、並びに各種の庁内システムについての利用方法や動作上の不具合等に関し、川口市職員等からの窓口として問合せに応答すること。但し、高度な調整を要する場合は、発注者が問い合わせ事項を引き継ぐものとする。

また、発注者と協議の上で、これに対して必要な措置を施すこと。
なお、令和７年度の電話での問い合わせ件数は、９３７件であり、その後の現地対応が１１２件であり、同程度を想定している。
イ　ヘルプデスクでの問い合わせ対象は、次のとおりである。
・PC端末及びプリンタ等の機器の故障
・ソフトウェア及び機器の操作方法
・その他、システム全般に係わる事項 等
ウ　問い合わせ内容の記録と分析
（ア）問合わせの応答及び施した措置の内容を記録する。
（イ）利用者への回答完了後、回答内容等を記録する。
（ウ）頻度の高い問い合わせ、回答内容を抽出し報告する。
（５）ファシリティ保守・監視業務
端末、ネットワーク、サーバを運用するにあたり、付随して管理すべきファシリティの保守業務の一部を実施するものである。
ア　障害対応業務（随時の業務）
電源、空調といったファシリティに障害があると判断した場合、現地にて、切り
分けを実施し、一時対応を実施すること。これに伴い、障害に必要な情報等も取得
し、発注者が保守会社に連絡する上で必要な情報を伝えること。
イ　IPカメラ点検業務（障害時）
第一本庁舎サーバ室、第二本庁舎サーバ室、水道庁舎サーバ室、鳩ヶ谷庁舎サーバ室、及びネットワーク幹線拠点に設置しているIPカメラについて、故障が発生したときは、一次対応を実施すること。これに伴い、障害に必要な情報等も取得し、発注者が保守会社に連絡する上で必要な情報を伝えること。
（６）技術的支援
ア　技術的支援（随時の業務）
発注者が管理する端末、ネットワーク、サーバその他の情報関連機器及びシステムについて、発注者の求めにより、障害対応、セキュリティインシデント対応、運用方法の改善等に関する助言及び技術的な支援を行うこと。
イ　技術的支援（提案）

発注者が管理する端末、ネットワーク、サーバその他の情報関連機器及びシステムについて、受注者が、セキュリティ向上、運用方法の効率化、改善等に関する提案事項がある場合には、積極的に行うこと。
（７）強靱化システム基盤運用連携

　　　強靱化システムの不具合やリソースの調整等のシステム面における問合せは、本市が別途契約している常駐員の対応となるが、係るシステムについての職員からの問い合わせ対応等について連携すること。
（８）市民開放情報系基盤監視等業務（日次の業務）
ア　基盤のウイルス対策ソフト定義ファイル更新状況を調査し、最新定義ファイルへの更新作業を行うこと。
イ　基盤のウイルス検知状況を調査し、また、検知した基盤に対するリスクの除去処理を行うこと。
ウ　発注者の指定するソフトウェアの更新状況を調査し、最新版の検証作業を行い、問題ないことを確認したうえで最新版への更新作業を行うこと。
５　作業場所、設備・機器等の使用等
（１）発注者は、受注者の業務の履行にあたり、作業場所を準備するものとする。
また、求めに応じ、地域イントラネット設備設置拠点（別紙１）において作業を実施するものとする。なお、別紙１の拠点は、契約期間内に新設及び閉鎖等により変動することがある。

（２）受注者は、発注者が本業務の履行に必要であると認める範囲で作業場所、並びに設備、電話、FAX、機器、資機材、ソフトウェア等（以下「機器等」という。）を使用することができるものとする。
（３）前項における機器等の使用場所は、あらかじめ発注者が指定するものとする。ただし、緊急時その他やむを得ない事由により、当該指定場所での使用が困難な場合は、発注者の承認を得た上で、指定された場所以外で使用することができるものとする。
（４）本業務の実施において必要な作業者の移動に要する経費（車両を使用する場合には、その保管場所に係る経費を含む）は、受注者が負担するものとする。
　　　本業務の性質上、システム・ネットワーク障害範囲の特定や端末交換作業が同時発生する場合がある為、車両台数は２台程度を想定する。
６　業務報告等

毎月の業務終了後、以下の資料を提出するものとする。また、必要に応じて報告会を行うこと。なお、各資料の書式及び記載内容等については、別途、発注者が示すこととする。
（１）業務内容に基づいて記録・作成する以下の資料

ア ４（１）ア（オ）に規定する端末の故障等の対応履歴

イ ４（２）ウ（エ）に規定するネットワークの障害発生・対応履歴及び分析結果

ウ ４（４）ア に規定するヘルプデスクの対応記録
エ ４（４）ウ に規定する問い合わせの対応記録

（２）上記のほか、業務内容に基づいて実施した業務の報告書
７　業務引継の実施
（１）受注者は、本業務が遂行できるよう、業務開始日までに既存の受注者から必要な事務引継ぎを受けること。なお、事務引継ぎについて受注者側に発生する費用は受注者の負担とし、その期間は業務開始の概ね２週間前からとする。
（２）受注者は、本委託に基づいて実施した具体的な作業について、実施手順の詳細をまとめた「業務引継書」を電子データ（Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｏｆｆｉｃｅ形式）で納品すること。また内容について職員に説明すること。
（３）受注者は、本業務期間満了時に受注者が変更になる場合には、新たな受注者に対して事務引継ぎを行うこと。引継期間は委託業務終了日の概ね２週間前から委託業務終了日までとする。なお、資料作成等の新たな受注者への事務引継ぎに必要な費用は受注者の負担とする。
８　その他協議事項
上記のほか、受注者は、業務の履行上疑義が生じた場合は、事前に発注者と協議し、承認を得た上で業務を実施するものとする。
以上
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